
■１：趣旨
多面評価について、職員の考えを確認するもの

■２：考察
✔

■１：趣旨

■２：考察 ■１：実施目的
✔

■２：調査期間
平成19年８月15日から８月29日まで

■３：対象者
全正規職員（皐月高校教員33人を除く。長野県派遣職員等を含む。）2784人　参考：H15調査は2588人

■１：趣旨 ■４：回答者
2145人（回収率77.0％）　参考：H15調査は1980人（回収率76.5％）

■５：判断指数化
■２：考察

✔

■６：集計の概要

■１：趣旨

■２：考察
✔非常勤職員の任用・勤務条件整備への賛意は高い。
✔

■１：まとめ
✔ ■１：趣旨

✔ ■２：考察
✔

■２：職員の年齢構成問題
✔

■１：趣旨

✔

■２：考察
✔

■３：人事制度改革構想の改定等 ✔
✔

✔

非常勤職員の人事評価の必要性は、評価者層から
の支持が弱い。

　おわりに

現在改革に取り組んでいる人事評価の理解不足
が、主査層以下で確認できる。
職員は改革を継続し、改善が必要であると考えて
いる。

人事制度改革は途上であるが、15年調査と比較
すると、「処遇に対する適正感」などの肯定度が
増し、改善・改革効果が出始めている。

２　人事制度改革への賛同と今後の期待

２００８．１．７

人事制度改革による職員の意識変化を成果として捉
え、19年調査と15年調査で共通又は類似の設問の
うち、差異が顕著で全体を俯瞰できるものをＧ１－
１で比較し確認するもの

概要版長野市人事・給与制度検討委員会

Ⅱ　調査の結果

１　人事制度改革による成果

人事・給与制度等に関する職員アンケートの結果

職員が人事制度改革をどう見つめ、今後の展開をど
う考えているかを確認するため、Ｇ１－２、Ｇ１－
３で確認するもの

改革への期待の高さが、改革に対して厳しい眼差
しを向ける結果になっている。

13　多面評価（３６０度評価）

15　短時間勤務と早期退職制

短時間勤務や早期退職制の拡充について、Ｇ７－１
で職員の考えを確認するもの

短時間勤務等の多様な勤務条件や早期優遇退職制
度拡充への肯定度は、世代間で考え方に大きな差
異が認められる。２５～２９歳をピークに３０～
３９歳までは賛意が高い。

16　非常勤職員

14　給与

このアンケート結果と現状から人事制度改革構想
を改定し、市民に信頼される市役所の実現に向
け、改革を継続したい。

【事務局】　長野市総務部職員課人事担当
　〒380-8512　長野市大字鶴賀緑町1613

　電話026-224-5003（直通）　ＦＡＸ026-224-7964
　E-mail：shokuin@city.nagano.nagano.jp

回答は点数が高い(５点満点)ほど設問に対する肯定度が高くなるように、回答肢をあらかじめ指数化して処理した。以
下、調査結果に述べる数字は、設問に対する平均点を使用している。また、平成15年８月に実施した人事・給与制度等
に関する職員アンケート（以下、「15年調査（表中では「H15」と表記）」という。）も同様の方法で集計処理した。
【回答肢】５：そう思う　４：どちらかといえばそう思う　３：どちらとも言えない　２：どちらかといえばそう思わ
ない　１：そう思わない

レポートの最後に、長野市職員の年齢構成に触れる。Ｇ８は、平成19年４月１日現在の職員2,784人（皐月高校教員
33名を除く）の年齢層別構成の状況を示したものである。グラフのＸ軸は、これまでの分析で使用してきた年齢帯
（５歳刻み、両端年齢帯を除く）で整理した。

アンケートの結果から、職員は「人事制度改革に
よる成果が実感できない中にあって、これまでの
取組に満足できず、更に改善が必要で、今後の取
組に期待している。」と言える。

人事制度改革は、職員の意識や行動を変えるとと
もに職員の生活に影響を及ぼすことも考えられ、
環境の変化を強いる側面もあることから、今後も
長期的な視野に立ち取り組む配慮が必要である。

グラフを見ると、職員の年齢構成は３５～３９歳の年齢帯をピークとしており、年齢層間で職員数のバラツキが大き
い状態となっている。数値分析では、この層および周辺部分が他の層と違う傾向を示すことを確認してきたが、この
ような状況が一因であることも推測される。今後、人事制度改革は職員の年齢構成問題を意識しながら進める必要が
ある。

平成19年８月実施

非常勤職員（嘱託・臨時）の役割、任用方法、勤務
条件等について、職員の考えをＧ７－４で確認する
もの

19年調査の設問数は63で（内自由記載は８）、属
性を除く５択式設問数は51である。５択式設問に
おける最高点は4.32（問５全体の奉仕者としての自
覚と責任を持ち、市民本位の視点で積極的に仕事に
取り組んでいる。参考：15年調査は4.54自己申告の
創設）、最低点は2.80（問９今よりも上位の役職に
就きたい。参考：15年調査は2.54給与は年功で決
定）、全質問平均値は3.55（参考：15年調査は
3.68）であった。

　はじめに

　このレポートは、これまで４年間の人事制度改革の取組を検証し、今後の方向性を検討するために、平成19年８月に全
職員を対象として実施したアンケートの結果を傾向分析したものです。
　このレポートを職員の皆さんに読んでもらうことで、人事制度改革のこれまでの取り組みを振り返り、今後進める人事
制度改革に、これまで以上に参画と協力をいただくことを期待するものです。

多面評価肯定の平均点は3.64点で、上位役職ほど
肯定度が低くなるが、課長級以上は課長補佐級と
同等程度である。（ｸﾞﾗﾌ、表は本文参照）

Ⅰ　アンケートの概要給与の決定要因について15年調査と比較し、Ｇ６
－３で職員の考えを確認するもの

給与決定４要素を15年調査と比較すると、「年
齢・勤続（年功）」の位置付けが高まった。

このアンケート調査（以下、「19年調査（表中では「H19」と表記」）という。）は、本市人事制度改革の取組の検証
と今後の改革の方向性を検討するために、職員の意識を確認するもの。

人事制度改革による中間的成果（H15調査と比較）

0.36

0.32
0.31

0.32

3.44 3.45

3.32

3.04
3.12 3.14

3.00

2.68

2.00

2.20

2.40

2.60

2.80

3.00

3.20

3.40

3.60

Ｑ8 Ｑ12 Ｑ14 Ｑ52設問番号

点
数

（
折
れ
線

）

0.26

0.28

0.30

0.32

0.34

0.36

0.38

0.40

差
異

（
棒
グ
ラ
フ

）

H19-15

H19

H15

８　自分の人事処遇（配置や任
用）や給与処遇は、上司の適正
な評価の結果によるものである。

12　自分の所属は、職務に関わる情報の
伝達や知識の共有が十分に行われてい
るとともに、事務事業を行う目的や方向性
を示す目標が、職員に浸透している。

14　自分の所属する組織は、仕事を効
率的で迅速に行うための体制（意思決
定システム）となっている。

52　職員の人材育成・能力開
発は、効果的・計画的に実施さ
れている。

Ｇ１－１
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給与の決定要因～H15調査との比較
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26　給与は、役職などの
職責（責任の軽重）に応じ
て、決定されるべき

27　給与は、能力に応じ
て決定されるべき

28　給与は、業績（成果）
に応じて決定されるべき

29　給与は、年齢や勤続
年数に応じて決定される
べき

15年度

19年度

Ｇ６－３

非常勤職員の人事（職位別）
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Ｇ７－４

棒　58：非常勤職員の役割を明確化し、任用、勤務条件を見直す必要がある。

35：非常勤職員の人事評価が必要

多様な勤務条件（年齢別）
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57：正規職員にも短時間勤務など多様な勤務条件が必要である。

Ｇ７－１

59：早期優遇退職制度は、現行基準（勤続20年以上）よりも拡大する必要がある。

問31　人事評価を理解している（職位別）　Ave 3.45(53.6%)
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Ｇ１－２

職位別に見た人事制度改革への期待
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棒　61：現人事制度を信頼し納得　Ａｖｅ2.85（24.5%）

60：これまでの人事制度改革に賛同　Ａｖｅ2.99（27.1%)

32：現人事評価は更に改善すべき Ａｖｅ3.87(62.1%)

62：今後も改革に取組む必要　Ａｖｅ3.69(60.6%)

Ｇ１－３

Ａｖｅ：全体平均値　（　）：「５＋４」回答者肯定者

年齢層別職員の状況
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注）平成19年４月１日現在の職員数は２８１７名であるが、グラフは皐月高校教員33名を除く。



■１：趣旨

■２：考察
✔

■１：趣旨

✔

■２：考察
✔

✔ ■１：趣旨

■２：考察
✔

■１：趣旨
✔

■２：考察
✔

✔
■１：趣旨

研修効果をＧ５－３で確認するもの
■２：考察

✔

■１：趣旨 ✔ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ研修は管理職層からの賛同があった。
✔

■２：考察
✔

✔
■１：趣旨

■２：考察
✔

✔
■１：趣旨

■３：参考
✔

■２：考察
✔

■１：趣旨 ■１：趣旨

■２：考察
■２：考察 ✔

✔自己申告制度への支持は高い。
✔職種転換は、職種により捉え方が異なる。
✔

９割の職員が「全体の奉仕者として市民本位に仕
事に取り組む」姿勢を意識し、７割の職員が「市
職員としての働きがい」を感じている。仕事に取
り組む姿勢と比べ仕事のやりがいや働きがいは感
じていない。

現在の自分の処遇や昇任の意識について、Ｇ２－３
で職員の考えを確認するもの

【表中の略記】
「共」19年調査と15年調査で共通の問、「類」19年調査と
15年調査で問の趣旨が一致し類似、「参」19年調査の設問
が15年調査の設問を統合・分解したもの、「新」15年調査
で設問がなく19年調査で新規に設問、「5+4」アンケート回
答肢番号4・5（肯定者）の構成比率合計

職員の自己申告、自らの職務経験、本人の希望によ
る職種転換について、Ｇ３－４で職員の意識を確認
するもの

人事制度改革に取り組んだことで職員の仕事への姿
勢や意識にどのような変化が現れたかについて15
調査と比較し、表６で確認するもの

若年層で上位役職への就任意欲に弱い傾向が見ら
れる。
３０代後半～４０代は仕事の充実感や満足感、処
遇の適正感などが他層と比べ低い。

５　目標管理の状況

役職（職制）に関する職員の意識を15年調査と比
較し、表９で確認するもの

組織管理手法の一つである目標管理を業績評価に活
用した効果について15年調査と比較し、表８、Ｇ
３－２で確認するもの

目標管理を実践する３役職者層間で意識・認識の
バラツキも見られ、特に課長層と係長層に、意
識・認識の落差が認められる。目標の浸透・連鎖
及びＰＤＣＡサイクルがうまく組織に浸透してい
ない可能性がある。

３０歳代後半は研修に対する意欲が低い傾向があ
り、他の年齢層と比較しても低いことから、何が
影響しているか見極める必要がある。

職場面談は、人事評価の際に必ず実施することに
しているが、人事評価を実施した8.8%に当たる
職員（被評価者1997人中176人）が、「職場面
談を実施しなかった」と回答した。

係長職と主査は上司の指導、育成が少ないと感じ
ている。

「同一役職層内における職責や職務困難度に格差
がある」と認識している職員は多い。

６　役職と役職の見直し

４　自分の処遇と昇任の意識

10　研修の効果

若年層の意欲の高いうちに人材育成や能力開発に
重点的に取り組むことで効果が期待できる。

目標管理の導入を通じて、徐々に組織力のレベル
アップが期待できる。

多くの職員が、多様な仕事を経験することが必要
であると考えている。

人事評価の活用領域についての職員の考えを表11
で確認するもの

人事評価を６領域（人事配置、昇任・昇格、降
任・降格、昇給、勤勉手当、能力開発・人材育
成）に活用することについて、職員から大きく賛
同できないと意思表示されたものはない。

人事評価を「人事配置、昇任・昇格、能力開発・
人材育成」に活用することの賛意は高いが、「降
任・降格、昇給、勤勉手当」に活用することの賛
意は前者に比べ低い。

９　人材育成に対する理解

組織的に展開される人材育成（職員研修）と、自分
自身が主体的に取り組む能力開発の状況について、
Ｇ５－１で確認するもの

人材育成の必要性が高い主査層以下で、人材育成
基本方針の理解が乏しい。

３　仕事への姿勢と働きがい

７　自己申告と職務経験

市職員として“真摯に仕事に取り組む姿勢”は前
回調査と変わっていない。

11　職場面談と上司の人材育成の取組

職員は主体的に能力開発に取り組んでいると言え
ない部分もある。

８　人事評価の活用

年齢・勤続に関わらず、能力本位で役職へ登用す
ることの肯定度合は高く、同様に降任・降格制度
の肯定度も見られることから、職員は能力主義に
よる人事を肯定している。

12　昇任と降任

職員の昇任と降任に対する考えについて15年調査
と比較し、表14で確認するもの

職場面談の有効性は、上位職ほど強く感じてい
る。

職場面談の有効性と部下から見た上司の人材育成の
取組について、Ｇ５－６、Ｇ５－８で確認するもの

表６：職員の仕事への姿勢と働きがい
点数 5+4の 参考 増減
H19 回答者 H15 H19-H15

類 5 全体の奉仕者としての自覚と責任を持ち、市民本位の視点で、積極
的に、仕事に取り組んでいる。 4.32 90.4% 4.16 0.16

類 6 長野市職員として、仕事にやりがいや働きがいなどの充実感や満足
感を感じている。 3.80 68.9% 3.66 0.14

差異 問５－問６ 0.52 0.50

共 10 担当している仕事で困難なことがあっても、失敗を恐れず、果敢に
挑戦している。 3.78 65.9% 3.65 0.13

新 46 自分自身の能力を理解し、自ら主体的に能力開発に取り組んでい
る。 3.34 43.1% － －

問 設  問  内  容

全質問平均3.55

自分の処遇と役職（年齢別）
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4.00

4.50

２４歳以下 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５歳以上

10：果敢にチャレンジ

９：今よりも上位の役職に就きたい

７：現職位は能力に合致

６：充実感や満足感

棒　８：現在の諸処遇は上司の適正な評価結果

Ｇ２－３

全質問平均3.55

表８：組織マネジメントと目標管理
点数 5+4の 参考 増減
H19 回答者 H15 H19-H15

参 12 自分の所属は、職務に関わる情報の伝達や知識の共有が十分に行わ
れているとともに、事務事業を行う目的や方向性を示す目標が、職
員に浸透している。

3.45 56.1% － －

■H15：自分の所属は、職務に関わる情報の伝達や知識の共有が十分
に行われている。 － － 3.01 0.44

■H15：自分の所属する組織では、事務事業を行う目的や方向性を示
す目標が職員に浸透している。 － － 3.14 0.31

共 13 自分の所属は、他部署との業務連携がスムーズに行われている。
3.26 44.5% 2.96 0.30

共 14 自分の所属する組織は、仕事を効率的で迅速に行うための体制（意
思決定システム）となっている。 3.32 47.4% 3.00 0.32

問 設  問  内  容

組織運営と目標管理（職位別）

4.15

3.80

3.34 3.32

3.46

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

その他 主査 係長級 主幹、課長補佐級 課長級以上

Ｇ３－２

14：所属組織は仕事を効率的で迅速に行うための体制（意思決定システム）である。

棒　12：所属組織は情報伝達や知識共有化が十分に行われ、目的･方向性を示す目標が職員に浸透

13：自分の所属は、他部署との業務連携がスムースに行われている。

0.69の差

表９：職制（役職）
点数 5+4の 参考 増減
H19 回答者 H15 H19-H15

共 15 多層な役職段階（主事・技師→主査→係長→課長補佐→課長→次長
→部長など）を減らし、意思決定を迅速に行うための役職制度が必
要である。

3.30 39.7% 3.47 ▲ 0.17

共 16 部長や課長などの職務権限に応じた役職のほかに、役割、責任及び
権限の明確な専門的分野（例えば、税、福祉、環境など）を担当す
る役職（専門職）が必要である。

3.90 68.7% 4.01 ▲ 0.11

共 17 同じ役職（例えば課長級にある職員同士）でも、職責（責任の軽
重）や職務の困難度に違いがある。 4.22 79.5% 4.17 0.05

問 設  問  内  容

表11：人事評価の活用に関連する設問
点数 5+4の 参考 増減
H19 回答者 H15 H19-H15

■H15：職員の勤務成績評定は、査定（人事処遇（配置や任用）や給
与処遇に差をつけること）のために実施すべきである。 － － 3.13 －

参 37 人事配置
4.13 78.4% － 1.00

参 38 昇任（例えば、係長から課長補佐など上位の職に任命すること）・
昇格（職務の級を上位の職務の級に決定すること） 3.87 69.2% － 0.74

参 39 降任（例えば、係長から主査など下位の職に任命すること）・降格
（職務の級を下位の職務の級に決定すること） 3.54 51.0% － 0.41

参 40 昇給
3.51 51.1% － 0.38

参 41 勤勉手当
3.55 53.2% － 0.42

類 42 能力開発・人材育成
4.03 74.4% 3.91 0.12

問 設  問  内  容

人材育成の取組（年齢別）

3.41
3.36 3.33 3.26 3.27 3.29 3.43

3.55

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

２４歳以下 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５歳以上

Ｇ５－１

棒　46：自分自身の能力を理解し主体的に能力開発に取り組んでいる。

48：OJTを含む職員研修や能力開発の機会が十分に与えられている。

45：人材育成基本方針を更に改善

44：人材育成基本方針を理解

42：人事評価は能力開発・人材育成に活用すべき

研修の効果（年齢別）

3.58
3.47 3.43

3.34

3.46 3.55 3.58

3.81

2.50

2.75

3.00

3.25

3.50

3.75

4.00

２４歳以下 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５歳以上

Ｇ５－３

棒　50：ステップアップ研修は有効

49：研修に参加すると能力や意欲が高まる

51：研修が時間外に開催されても出席する。

全質問平均3.55

自己申告と職務経験

4.24

4.044.013.964.08

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

その他 主査 係長級 主幹、課長補佐級 課長級以上

棒　19：職員の自己申告は必要

23:本人希望の職種転換

24：若年時の多様な職場経験の必要性

22:採用時専門分野以外の仕事経験

Ｇ３－４

上司の部下指導（職位別）

2.95

3.11 3.08

3.56 3.52

3.47

3.31
3.80

3.45
3.433.503.61

3.46

3.74

3.57

2.50

2.75

3.00

3.25

3.50

3.75

4.00

4.25

4.50

その他 主査 係長級 主幹、課長補佐級 課長級以上

Ｇ５－６

棒　54：目標としている先輩や上司がいる。

棒　53：自分の仕事ぶりが良き手本となっている。

棒　55：理想とする長野市職員像を描き努力している。

33：職場面談は有効であった。 47:上司は熱心に部下指導している。

職場面談の有効性（職位別）

12.8%

10.7%

9.6%

11.2%

18.8%

27.0%

23.3%

26.4%

32.5%

36.6%

40.9%

41.5%

42.6%

39.3%

33.0%

9.9%

12.0%

11.8%

10.2%

9.5%

12.6%

9.6%

6.8%

7.1%4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

主査

係長級

課長補佐級

課長級以上

そう思う どちらかと言えばそう思う どちらとも言えない どちらかと言えばそう思わない そう思わない

Ｇ５－８

表14：昇任と降任
点数 5+4の 参考 増減
H19 回答者 H15 H19-H15

類 20 年齢や勤続年数にかかわらず、部長や課長、係長などの役職に必要
な能力を有する者を役職に登用すべきである。 3.83 66.1% 3.96 ▲ 0.13

共 21 本人の希望によるものも含め、降任や降格のための制度が必要であ
る。 3.78 62.2% 3.71 0.07

問 設  問  内  容


